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【注記】 

・このあらましは、平成２９年８月現在の支援制度です。 

・今後、事業の内容や実施期間など変更になる場合があります。 

・制度の名称に「（仮称）」のついているものについては、現在検討中の内容を掲

載しており、今後変更になる場合があります。 

Ｈ２９年８月（初版） 
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【１.生活全般に関わる支援制度】 

制度の名称 被災者生活再建支援制度 

支援の種類 給付 

制度の内容 

被災者生活再建支援法に基づき、被災後における当面の生活

資金としての【基礎支援金】（※すべての対象者に支給済み）

と、「住宅の建設(建替)または購入」、「被災住宅の補修」、「賃

借」の３つの再建方法をとった場合に、住宅の被害程度と世

帯の区分により支給される【加算支援金】があります。 

 

１ 加算支援金の支給額 

 

２ 申請に必要なもの 

 (1) 被災者生活再建支援金支給申請書 

 (2) 契約書の写し 

   例） ・「建設・購入」の場合・・建物建築請負契約書、

建物売買契約書 

      ・「補修」の場合・・・・・建物修繕請負契約書 

      ・「賃借」の場合・・・・・アパート賃貸借契約書 

区分 世帯構成 
加算支援金 

建設・購入 補修 賃借 

全壊 

大規模半壊 

２人以上 200万円 100万円 50 万円 

単身 150万円 75 万円 37万 5千円 

制度活用の 

メリット 

 

住宅の再建を支援し、生活の安定を図ります。 

対象となる方 

 

居住している住宅が、り災証明書のり災程度において「全壊」

または、「大規模半壊」と認定された世帯 

期 間 平成 32年１月 21日まで (災害発生の日から 37か月間) 

お問合せ先 市民部福祉事務所 電話 025-552-1511 内線 2175 

※義援金の配分とあわせた詳しい支給額一覧は別紙のとおりです。 

 



単位：千円

市独自
見舞金

生活用品
等支給
(現金給付)

被災者
生活再建
支援金

第１次
義援金
(見舞金)

第２次
義援金
(見舞金)

第4次
義援金
(見舞金)

加算※ ア イ ウ エ

番号 対象者 被害規模 世帯構成 再建方法
小計a

＋
小計b

１世帯
あたり

１世帯
あたり

基礎
支援金

１世帯
あたり

１世帯
あたり

１世帯
あたり

加算
支援金

１世帯
あたり

１世帯
あたり

・空家店舗等の改築
  費補助
・家賃補助

・新築及び空家店舗
  等の改築費補助
・家賃補助

・糸魚川産木材を使
  用した住宅、店舗
  等の再建補助

・越後杉を使用した
  住宅、店舗等の再
  建補助

建設・購入 9,700 +ア+イ+ウ 2,000 1,000 1,000 4,000
補修 7,700 +ア+イ+ウ 1,000 1,000 2,000
賃借 6,700 +ア+イ+ウ 500 500 1,000
建設・購入 8,700 1,500 1,000 1,000 3,500
補修 6,950 750 1,000 1,750
賃借 6,075 375 500 875
建設・購入 8,700 +ア+イ+ウ 2,000 1,000 1,000 4,000
補修 6,700 +ア+イ+ウ 1,000 1,000 2,000
賃借 5,700 +ア+イ+ウ 500 500 1,000
建設・購入 7,950 1,500 1,000 1,000 3,500
補修 6,200 750 1,000 1,750
賃借 5,325 375 500 875

一部損壊 補修 650 +ア 150 100 100 450 200 200
建設・購入 7,950 +ア+イ+ウ 2,000 1,000 1,000 4,000
補修 5,950 +ア+イ+ウ 1,000 1,000 2,000
賃借 4,950 +ア+イ+ウ 500 500 1,000
建設・購入 6,950 1,500 1,000 1,000 3,500
補修 5,200 750 1,000 1,750
賃借 4,325 375 500 875
建設・購入 9,700 +ア+イ+ウ 2,000 1,000 1,000 4,000
補修 7,700 +ア+イ+ウ 1,000 1,000 2,000
賃借 6,700 +ア+イ+ウ 500 500 1,000
建設・購入 8,700 1,500 1,000 1,000 3,500
補修 6,950 750 1,000 1,750
賃借 6,075 375 500 875

一部損壊 補修 650 +ア 150 100 100 450 200 200
建設・購入 7,100 2,500 1,000 3,500
補修 4,600 1,000 1,000
賃借 4,100 500 500

半壊 補修 2,350 750 500 500 1,850 500 500
一部損壊 補修 650 150 100 100 450 200 200

建設・購入 5,350 2,500 1,000 3,500
補修 2,850 1,000 1,000
賃借 2,350 500 500

一部損壊 補修 475 75 50 50 275 200 200
建設・購入 5,350 2,500 1,000 3,500
補修 2,850 1,000 1,000
賃借 2,350 500 500
建設・購入 4,500 +エ 2,500 1,000 3,500
補修 2,000 +エ 1,000 1,000
賃借 1,500 +エ 500 500

※加算ア（市独自見舞金）：世帯員２人目以降　１人当たり5万円の加算
※加算イ（生活用品等支給（現金給付））：世帯員２人目以降　１人当たり2万円の加算
※加算ウ（世帯員加算(第１次)）：世帯員２人目以降　１人当たり30万円の加算
※加算エ（空き家加算(第２次)）：ガス･水道が開栓されていて常に使える状態なら50万円、頻繁に利用されている場合はさらに50万円加算
※義援金の再建支援分は、実際にかかった額と支援額の低い方が上限額

義援金によるその他の支援
第２次義援金　・被災地区支援（4地区）　2,800千円

第３次義援金　・被災車両に対する支援（今まで義援金の対象とならなかった世帯等を対象）　上限100千円

　　　　　　　・被災地区及び社会福祉協議会が行う事業に対する支援　9,000千円

第４次義援金　・健康保持に対する支援（避難先住宅に入居後、健康管理のためにエアコンを設置した世帯）　上限100千円

⑦
その他建物

　所有者
(空き家等)

全壊 300

⑤

100

全壊

全壊

全壊
100

750
賃借事業者

自己所有
　事業者

④

1,850

1,850

貸家等
　所有者

100

5,700

5,200

4,700

２人以上

全壊

大規模
　半壊

住宅所有者

2,000

1,000

1,000

1,000

1,000

500

500

1,000

1,000

1,000

500

100

・改築費
　上限200万円

・家賃補助
　H30.3まで80％
  上限8万円/月

　H31.3まで50％
　上限5万円/月

・改築費1/2
　　上限200万円
　※商業･近隣商
     業地域内は
　　上限300万円
　※第2，3次義援
　　 金額を控除し
　　 て補助

・家賃補助1/2
　　上限3万円/月
     ×3年間

100 100

100

750

750

1,500

500

400200

500

1,000

750

1,500 1,000 5,200

糸魚川市駅北大火 支援金・義援金等 被災者支援内容一覧表

見舞金等

小計a

仮設店舗
補助金

創業支援事業
補助金

被災者
生活再建
支援金

第２次
義援金

(再建支援)
※

第３次
義援金

(再建支援)
※

再建支援

小計b

⑥

ふるさと越後の家
づくり復興支援事業

・木材購入費の1/2
上限　住宅等30万円
　　　　店舗等50万円

※り災証明書の交付
   を受けた方
※市内に再建する
   もの
※市内の大工・工務
   店等が建築する
   もの

・越後杉の使用量に
　応じて補助
　　20万円～100万円

※り災証明書の交付
   を受けた方
※県産瓦、畳等使用
　　した場合加算あり
※建築費から火災保
　　険等の受領額を
　　差し引いた額が
　　上限
※原則として市内に
　 再建するもの
※県内の大工・工務
   店等が建築するも
   の

・上記①欄と同じ

・上記①欄と同じ

1,500

3,950

3,450

5,700

1,500

1,500

1,500 1,000

1,500

1,000

1,000

1,000

500

いといがわ木の
香る家・店づくり

促進事業

3,600

4,450

500

500

1,000

合  計

100

２人以上

単身

100

2,000

1,500

1,000

750

２人以上

単身

世帯の状況等

①

2,000

1,500

③
併用住宅
　所有者

貸家等
　居住者

全壊

全壊

２人以上

1,000

単身

100

1,500

単身

②

問合先 

 糸魚川市市民部福祉事務所 

 糸魚川市産業部商工農林水産課 

  電 話 025-552-1511(代) 

 メール fukushi@city.itoigawa.lg.jp 

S2365
長方形

S2365
タイプライターテキスト
住宅居住者

S2365
長方形

S2365
タイプライターテキスト
居住者
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制度の名称 生活資金借入に対する利子補給制度 

支援の種類 助成 

制度の内容 

市内金融機関から生活資金等の融資を受けた方に対し、その

融資にかかる利息分を補助します。 

 

１ 対象融資（H28.12.22以後に受けた融資について適用） 

 以下の項目全てに該当する融資であることが必要です。 

(1)糸魚川管内に支店又は本店がある*金融機関が駅北大火 

  の被災者に対象者を限定した特別融資であること。 

 *第四銀行、北越銀行、富山第一銀行、上越信用金庫、 

  新井信用金庫、糸魚川信用組合、新潟県労働金庫 

 

(2)生活再建のための生活資金又は自家用自動車購入資金の 

融資であること。（住宅資金や事業資金は対象外） 

 

２ 対象融資限度額   １世帯について 350万円 

 

３ 上限利率      2.7％ 

   

４ 補給金支給     3年分を一括振込み 

 

５ 手続きに必要なもの ①借入契約書の写し 

            ②返済予定表の写し 

 

制度活用の 

メリット 
生活資金面での負担を軽減し、生活の安定を図ります。 

対象となる方 

 以下の条件を全て満たす方が対象となります。 

・駅北大火により居住していた住宅が被災した方 

・１の対象融資を受けた方 

・市税の滞納がない方 

期 間 
○利子補給期間  融資を受けた日から最長３年間 

○受付期間    平成 30年１月 31日（水）まで 

お問合せ先 市民部福祉事務所援護係 電話 025-552-1511 内線 2179 
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制度の名称 被災者健康づくり支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

ア 医療費にかかる支援 

医療費の個人負担額の一部を助成します 

  医療費の自己負担額の１／２（１か月あたり 20,000 円

を上限） 

 

イ 介護サービス費にかかる支援 

①  介護保険利用個人負担額 

利用者負担額の１／４（１か月あたり 5,000円を上限） 

②  総合事業利用個人負担額 

  利用者負担額の１／４（１か月あたり 1,000円を上限） 

 

ウ 健康づくりにかかる支援 

糸魚川市健康づくりセンター「はぴねす」や老人いこい 

の家等の利用個人負担額の一部を助成 

 ※１回あたり３００円を上限、年度内５０回を限度 

 

制度活用の 

メリット 
居住環境の変化に対して健康維持と増進を図ります。 

対象となる方 

居住されていた住宅が被災し、一時的な仮設住宅等（市営住

宅、みなし仮設住宅、賃貸住宅、親族等の居住する住宅等）

に居住している方 

期 間 平成 29年４月１日から平成 30年 12月 31日までの利用(予定)  

お問合せ先 

ア：市民部健康増進課国保係 

 電話 025-552-1511 内線 2163 

イ：市民部福祉事務所介護保険係 

 電話 025-552-1511 内線 2175 

ウ：市民部健康増進課健康づくり係 

 電話 025-552-1511 内線 2152 
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制度の名称 生活支援相談員の配置 

支援の種類 相談 

制度の内容 

社会福祉協議会に生活支援相談員２名を配置し、被災された

皆さまが新しい生活を始めるまでの間、行政や関係機関と連

携しながら支援します。 

 

 主な業務 

１ 戸別訪問 

  安否確認、悩み事の相談、情報の提供や連絡調整 

  関係機関へのつなぎ役 

 

２ イベント支援 

  交流会、食事会、バスツアーなどによる被災者同士の関

係維持や交流の支援 

 

３ 被災地区支援 

  被災地区での行事に対するコミュニティ維持の協力 

制度活用の 

メリット 

被災された皆様が、新しい生活を始めるまでの間、精神面で

の支援や関係機関へのつなぎ役となることで生活課題の解

消に努めます。 

対象となる方 

被災地区にお住まいだった方（ただし、保健師が定期訪問し

ている方や、要介護・要支援認定を受けていてケアマネジャ

ー等が関わられている方を除きます。） 

期 間  平成 31年 3月 31日まで 

お問合せ先 
糸魚川市社会福祉協議会 電話 025-552-7700 

市民部福祉事務所援護係 電話 025-552-1511 内線 2179 
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制度の名称 がんばれ糸魚川おでかけパス（外出支援） 

支援の種類 助成 

制度の内容 

路線バスが乗り放題となる定期券（６ヶ月分又は１ヶ月分）

を支給し、被災により外出が困難となった被災者のおでかけ

を支援します。 

 

申請に必要なもの 

 被災証明書又はり災証明書、本人確認ができる書類 

制度活用の 

メリット 
買い物や通院などの外出における交通費負担を軽減します。 

対象となる方 
糸魚川市駅北大火により、住居または、車が被災された方 

（年齢要件はありません） 

期 間 申請期間：平成 30年 3月 31日まで 

お問合せ先 産業部建設課計画交通係 電話 025-552-1511 内線 2372 

 

制度の名称 こころとからだの応援事業 

支援の種類 相談 

制度の内容 
 保健師、看護師、精神保健相談員等の訪問による健康相談

や健康教室を実施します。 

制度活用の 

メリット 

心身の健康の保持・増進、異常の早期対応、必要な方へ介護

や福祉サービス等へつなげ、心身の不安の軽減を図ります。 

対象となる方 被災された方全員 

期 間 
平成 29年４月１日から平成 30年 12月 31日まで 

（ただし、必要な方はその後も支援を継続します） 

お問合せ先 
市民部健康増進課保健係  

電話 025-552-1511 内線 2154 
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制度の名称 固定資産税・都市計画税の軽減措置 

支援の種類 税の軽減 

制度の内容 

○ 被災代替建物の特例 

  焼失した建物に代わる建物を取得した場合は、その建物

に係る固定資産税と都市計画税 

 

○ 被災代替償却資産の特例 

 焼失した償却資産（事業のための機械、器具、備品等）

に代わる償却資産を取得した場合は、その償却資産に係る

固定資産税 

 

いずれも税額を１／２に軽減します。（４年度分） 

対象となる方 

○ 人的条件 

・被災資産の所有者 

・被災資産の所有者が個人で、相続があったときにおける

その相続人 

・被災資産の所有者が個人で、その者と同居するその者の

三親等内の親族 

・被災資産の所有者が法人で、合併により設立した新たな

法人等 

 

○ 区域的条件 

 被災代替資産の設置場所は、糸魚川市内に限ります。 

（被災範囲以外でも市内であれば適用となりますが、市外の

場合は適用になりません） 

お問合せ先 
市民部市民課固定資産税係  

電話 025-552-1511 内線 2145～2148 
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制度の名称 家屋等のがれき処理 

支援の種類 代行・助成 

制度の内容 

災害救助法が適用された大規模な火災により被災した家屋

等のがれきを代行して処理します。 

 

１ 市による処理  

  市が所有者の同意を得て、所有者に代わって、がれき処

理を実施します。 

（１）対象家屋 

今回の火災で被災した、個人又は中小企業者が所有す

る木造の家屋等（住宅・店舗・事務所など） 

（２）実施範囲 

   ① 対象家屋の基礎部分を除くがれき 

   ② ①を実施した後、基礎部分の撤去等に伴うがれき 

（３）負担金 

市による処理の場合、負担はありません。 

 

２ 所有者による処理  

  所有者のがれき処理等（家屋の焼損、水損部分に係る解

体を含む。）にかかる経費を補助します。 

（１）対象家屋 

市による処理と同じ 

（２）対象経費 

① 非木造の家屋等のがれき処理等に伴う経費 

② 木造の家屋等のがれき処理等に伴う経費 

（３）補助額 

がれき処理等に要した経費の 100％を市が補助しま

す。ただし、国の補助対象とならない費用については、

がれき処理等に要した経費から、火災保険等で補填され

る額を差し引いた金額の 80%を市が補助します。 

制度活用の 

メリット 
がれき処理に係る費用負担を軽減します。 

対象となる方 
り災証明書の程度が、「全壊」及び「大規模半壊」と認定さ

れた家屋等の所有者 

期 間 平成 29年９月 30日まで 

お問合せ先 市民部環境生活課環境係 電話 025-552-1511 内線 2185 
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制度の名称 応急仮設住宅の提供（※受付は終了しています） 

支援の種類 仮設住宅 

制度の内容 

駅北大火で住宅を焼失した被災者を対象として、住宅の再建

が完了するまでの間、応急仮設住宅を提供します。 

 

《入居までの流れ》 

・入居を希望される被災世帯の条件等を市で確認させていた

だき、提供可能な民間賃貸住宅等の物件の中から、条件に合

う住宅を紹介します。 

 

・紹介した住宅を確認していただいた後に、入居申請書を提

出していただき、新潟県による審査を経て、正式に入居決定

となります。 

制度活用の 

メリット 
住宅再建までの間、安心して生活できる住宅の提供を行う。 

対象となる方 
駅北大火で住宅を焼失し、居住できないことが被災証明書で

確認できる世帯。 

期 間 
・入居期間 原則、被災後 2年間 

・受付期間 平成 29年 3月 31日 

お問合せ先 産業部建設課建築住宅係 電話 025-552-1511 内線 2377 
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【お子様がいる世帯向けの支援制度】 

制度の名称 保育園・幼稚園の保育料免除 

支援の種類 減免 

制度の内容 

市立保育園・幼稚園の保育料を全額免除します。 

 

申請に必要なもの 

 保育料減免申請書 

制度活用の 

メリット 
保護者の経済的負担を軽減し、生活の安定を図ります。 

対象となる方 大火で被災した児童で、保育園・幼稚園に入園している児童 

期 間 平成 30年３月 31日まで 

お問合せ先 
教育委員会事務局こども課保育係 

電話 025-552-1511 内線 2245 

 

 

 

 

制度の名称 児童クラブ室利用料免除 

支援の種類 減免 

制度の内容 

保護者の就労、病気などの理由により放課後家庭において適

切な保護が受けられない児童に対し、児童クラブ室利用料を

全額免除します。 

 

申請に必要なもの 

児童クラブ室利用申込書（利用料免除申請は不要） 

制度活用の 

メリット 
保護者の経済的負担を軽減し、生活の安定を図ります。 

対象となる方 
大火で被災した児童で、市内の小学校及び特別支援学校小学

部に通学する児童 

期 間 平成 30年３月 31日まで 

お問合せ先 
教育委員会事務局こども課子育て支援係 

電話 025-552-1511 内線 2234 
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制度の名称 子ども医療費助成に係る一部負担金の助成 

支援の種類 助成 

制度の内容 

保護者が支払う児童の医療費の一部負担金を全額助成しま

す。 

申請に必要なもの 

子ども医療費助成申請書 

制度活用の 

メリット 

児童の疾病の早期発見、早期治療を促すとともに、保護者の

経済的負担を軽減し、生活の安定を図ります。 

対象となる方 大火で被災した子ども医療費助成受給者 

期 間 平成 30年３月 31日まで 

お問合せ先 
教育委員会事務局こども課子育て支援係 

電話 025-552-1511 内線 2234 

 

 

 

 

制度の名称 ひとり親家庭等の医療費助成に係る一部負担金の助成 

支援の種類 助成 

制度の内容 

ひとり親家庭等の保護者とその児童に係る医療費の一部負

担金を全額助成します。 

 

申請に必要なもの 

 県親医療費助成申請書 

制度活用の 

メリット 

ひとり親家庭等の児童・保護者の疾病の早期発見、早期治療

を促すとともに、保護者の経済的負担を軽減し、生活の安定

を図ります。 

対象となる方 大火で被災したひとり親家庭等医療費助成受給者 

期 間 平成 30年３月 31日まで 

お問合せ先 
教育委員会事務局こども課子育て支援係 

電話 025-552-1511 内線 2235 
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制度の名称 就学援助制度 

支援の種類 助成 

制度の内容 

小中学校に在学する児童生徒に対する学用品費、修学旅行

費、給食費等を保護者に給付します。 

 

申請に必要なもの 

就学援助費申請書 

 

制度活用の 

メリット 
保護者の経済的負担を軽減し、生活の安定を図ります。 

対象となる方 大火で被災した児童生徒の保護者 

期 間 平成 30年３月 31日まで 

お問合せ先 
教育委員会事務局こども教育課庶務係 

電話 025-552-1511 内線 2222 
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【住宅や店舗の再建に関する支援制度】 

制度の名称 再建に関する建築相談 

支援の種類 相談 

制度の内容 

再建に伴う建築に関する相談に建築士が応じます。 

 

①ブロック別意見交換会での相談 

ブロック別意見交換会において、建築士会糸魚川支部の建

築士が相談に応じます。 

 

②市役所での相談 

市の職員（建築士）が、電話・面接などで相談に応じます。 

制度活用の 

メリット 

建築に関する各種の規制・手続きなどを事前に確認しておく

ことで、設計などの再建プランにお役立ていただけます。 

また、各種の再建に関する助成制度の紹介や相談にも応じま

す。 

対象となる方 
・被災者 

・被災地域で建築設計を行う業者等 

期 間 
①ブロック別意見交換会時 

②市役所開庁日の８時 30分から 17時 15分 

お問合せ先 
産業部建設課建築住宅係 

電話 025-552-1511 内線 2375 
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制度の名称 住宅再建融資利子補給金 

支援の種類 助成 

制度の内容 

市内で住宅（店舗併用住宅含む）の建設や補修を行うための

資金の借入れに対する利子相当額を補助します。 

 

○対象となる金融機関 

糸魚川市内にある金融機関（第四銀行、北越銀行、大光銀

行、富山第一銀行、上越信用金庫、新井信用金庫、糸魚川信

用組合、新潟県労働金庫、ひすい農業協同組合）又は住宅金

融支援機構 

 

○再建融資の限度額 

区分 限度額 

住宅の建設・購入 １件当たり 11,000,000円 

住宅の補修 １件当たり 5,900,000円 

 

○利子補給額 

貸付利率の１％までを限度として、金融機関等に対して支

払った利子相当額を補助します。 

制度活用の 

メリット 

住宅の建設や購入、補修の際の経済的負担を軽減し、生活の

安定と早期の再建を図ります。 

対象となる方 

以下のすべての要件を満たす方 

①り災証明書の発行を受けた方又は被災時に同一世帯の方 

②糸魚川市に住所を有する方 

③平成 31年 12月 30日までに再建資金の融資を受けた方 

④市税を滞納していない方 

期 間 

・申請期間は融資を受けられてから、1か月以内 

（※平成 28 年 12 月 22 日の大火発生以後、すでに住宅再建

のために借り入れた融資も適用になります。） 

・利子補給の期間は、再建融資を受けた日から５年間 

お問合せ先 
産業部建設課建築住宅係 

電話 025-552-1511 内線 2377 
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制度の名称 ふるさと越後の家づくり復興支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

越後杉を使用して住宅、店舗等を再建した方の建築の一部を

補助します。 

 

○補助金額 

・越後杉の使用量に応じて 20～100万円を補助 

※県産瓦・畳・しっくい塗りを使用した場合の加算あり 

（加算後の最大補助額 179万円） 

※建築費から火災保険等受領額を差し引いた額が補助対象と

なります。 

※いといがわ木の香る家・店づくり促進事業との併用が可能

です 

制度活用の 

メリット 

再建築時の経済的負担を軽減し、生活の安定と早期の生活・

事業再建を図ります。 

地元産材の活用により、地域経済の活性化を図ります。 

対象となる方 

・り災証明書の発行を受けた方 

・越後杉ブランド認証材を使用して再建する住宅、共同住宅、

店舗、事業所 

・原則として糸魚川市内に再建するもの 

・県内に事業所を有する大工・工務店等が建築するもの 等 

期 間 平成 30年３月 20日までに実績報告書を提出 

お問合せ先 
新潟県糸魚川地域振興局 

林業振興課 ℡ 025-552-5473 
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制度の名称 いといがわ木の香る家・店づくり促進事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

糸魚川産木材を使用して住宅、店舗等を再建した方の建築の

一部を補助します。 

 

○補助金額 

・再建に使用した糸魚川産木材購入費の 50％ 

・上限額 住宅・共同住宅 30万円 

店舗・事業所  50万円 

 

※ふるさと越後の家づくり復興支援事業と併用が可能です。 

制度活用の 

メリット 

再建築時の経済的負担を軽減し、生活の安定と早期の生活・

事業再建を図ります。 

地元産材の活用により、地域経済の活性化を図ります。 

対象となる方 

・「り災証明書」の交付を受けた方 

・糸魚川産木材を使用して再建する住宅、共同住宅、店舗、

事業所 

・糸魚川市内に再建するもの 

・糸魚川市内に事業所を有する大工・工務店等が建築するも    

 の 

期 間 
平成 32年３月 31日まで 

（年度末までに完成する年度において申請してください） 

お問合せ先 

産業部商工農林水産課林業水産係 

電話 025-552-1511 内線 2332 

【申込先】ふるさとの木の家づくり振興協議会 

（ぬながわ森林組合内） ℡ 025-552-1533 
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制度の名称 （仮称）地元事業者利用促進事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

 

※現在、検討中の

内容です。 

市内事業者を利用した住宅等の再建及び建築物の不燃化等

について補助します。 

 

○補助対象 

・被災地域及び本町通り沿線において建築する住宅、共同 

住宅、店舗、事業所 

※り災証明書の交付を受けた方については糸魚川市内に

建築するもの 

・建築の費用が１棟あたり 100万円以上のもの 

 

○助成額 

・建物１棟につき 10万円 

・以下の項目にあてはまる場合は、１つの項目につきそれぞ

れ 10万円を加算します。 

 ①ふるさと越後の家づくり復興支援事業を併用するもの 

 ②ガイドラインに基づき不燃化対策に取り組むもの 

 ③ガイドラインに基づき景観形成に取り組むもの 

制度活用の 

メリット 

市内事業者を利用することにより、地域経済の活性化を図り

ます。 

対象となる方 
市内に事業所を有する大工、工務店、建築会社等を利用して

建物の新築・改築・増築・改修を実施する方 

期 間 （制度内容が確定し、予算措置がつき次第） 

お問合せ先 
産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係 

電話 025-552-1511 内線 2342 
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制度の名称 （仮称）糸魚川らしいまちなみ再生支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

 

※現在、検討中の

内容です。 

①建築物不燃化 

指定されている防火基準（準防火地域）よりも防火性能の高

い建物の整備を推奨し、被災地域の不燃化を推進します。 

 

②景観まちなみ再生 

建物の形状や色合い等の景観に関するガイドラインを定め

推奨することにより、調和のとれた街なみの形成を推進しま

す。 

 

※補助制度及び補助額については検討中です。 

制度活用の 

メリット 

建物の防火性能が高まることで個人の生命財産を守ること

ができるとともに、調和のとれたまちなみが形成されます。 

対象となる方 

被災地域（４ヘクタール）のうち、本町通りの道路境界から

奥行 12ｍの範囲を除く地域で、建築物を建てる方。 

 

※対象地域については検討中です。 

期 間 （制度内容が確定し、予算措置がつき次第） 

お問合せ先 
産業部建設課建築住宅係 

電話 025-552-1511 内線 2375 
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制度の名称 （仮称）本町通り建物不燃化支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

 

※現在、検討中の

内容です。 

本町通りを延焼遮断帯（火事の燃え広がりを食い止める帯状

の地域）とするための助成制度。 

 

本町通りの道路境界線より南北それぞれ 12ｍの範囲内、も

しくは、一部が範囲内にかかって建築する場合は次の事を義

務として、建物の延床面積に応じて補助します。 

 

・準耐火建築物以上の基準で建てること 

・本町通りに面した屋根と壁面は、間口に対し 7割以上とし

高さは 5ｍ以上とすること 

 

※検討中の補助額は別紙のとおりです 

 

制度活用の 

メリット 

建物の防火性能が高まることで個人の生命財産を守ること

ができるとともに、火災の大規模化を防ぎます。 

対象となる方 

本町通り（駅前通り西側から、白馬通り東側まで）の道路境

界から奥行 12ｍまでにかかる建築物を建てる方 

 

※対象地域については検討中です。 

期 間 （制度内容が確定し、予算措置がつき次第） 

お問合せ先 
産業部建設課建築住宅係 

電話 025-552-1511 内線 2375 
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※助成額表(案)は、国の補助
制度に応じて更新する場合
があります。 
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制度の名称 （仮称）本町通り雁木整備促進事業 

支援の種類 補助金給付 

制度の内容 

 

※現在、検討中の

内容です。 

糸魚川らしい本町通りの景観形成を促進するため、本町通り

沿線の店舗・事業所又は住民が雁木を整備する場合に、その

整備費用の一部を補助します。 

 

実際の雁木の工事価格に、補助率(ｱ)を乗じて得た額又は雁

木の整備延長に補助単価(ｲ)を乗じて得た額の、いずれか低

い方を補助金額とします。 

 

補助対象者 補助率(ｱ) 補助単価(ｲ) 

店舗・事業所(併

用住宅) 
90.0％ 

検討会で調整中 

住宅 95.0％ 
 

制度活用の 

メリット 

糸魚川らしいまちなみ景観の重要な要素のひとつである雁

木の再生を支援し、商店街の回遊性を高めます。 

対象となる方 

本町通り（駅前通り西側から、白馬通り東側まで）沿線の店

舗・事業所又は住民 

 

※対象地域については検討中です。 

期 間 （制度内容が確定し、予算措置がつき次第） 

お問合せ先 
産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係  

電話 025-552-1511 内線 2341 
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【事業者向けの支援制度】 

制度の名称 仮設店舗設置等支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

空き店舗等を活用した仮設店舗の設置や改修等に係る経費

の一部を補助します。 

 

≪補助対象経費・補助率≫ 

①仮設店舗の設置に係る経費（平成 31年 3月末まで） 

 上限 200万円 

  空き店舗、空きビルの借用による仮設店舗の設置経費 

コンテナ・プレハブ等による仮設店舗の設置経費 

設備、備品等のリース料 

 

②仮設店舗の家賃に係る経費    

平成 30年 3月末まで 家賃の 80％ 上限８万円/月 

平成 31年 3月末まで 家賃の 50％ 上限５万円/月 

（敷金及び礼金を除く） 

制度活用の 

メリット 

仮設店舗設置にかかる経費負担を軽減し、経営の安定と早期

の事業再建を図ります。 

対象となる方 

・駅北大火発生時に現に事業を営んでおり、り災証明書又は

被災証明書の交付を受けた方 

・市税を滞納していない方 

期 間 平成 31年３月 31日まで 

お問合せ先 

産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係 

電話 025-552-1511 内線 2342 

糸魚川商工会議所 電話 025-552-1225 
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制度の名称 信用保証料補給制度 

支援の種類 助成 

制度の内容 

新潟県セーフティネット資金（経営支援枠）の融資に際し

て利用する信用保証料の一部を補助します。 

 

○貸付限度額 

3,000万円以下 

 

○補給割合 

被災事業者：100％   被災事業者以外：50％ 

制度活用の 

メリット 

駅北大火の影響による資金繰りの悪化等を防ぐとともに、被

災事業者の早期事業再開を図ります。 

対象となる方 市内の中小企業者 

期 間 補給対象期間である３月末日までの信用保証料が対象 

お問合せ先 
産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係  

電話 025-552-1511 内線 2343 
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制度の名称 創業支援資金利子補給事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

以下の対象資金における 750 万円までの借り入れに対する

３年間の利子全額を補給します。 

 

対象資金 

平成 28年 12月 22日以後に融資を受けた下記の資金 

 

・新潟県セーフティネット資金（経営支援枠の融資のうち、

駅北大火被災事業者を対象とするものに限る。） 

・日本政策金融公庫災害復旧貸付資金 

・商工組合中央金庫災害復旧貸付資金 

・中小企業基盤整備機構小規模企業共済災害時貸付資金 

制度活用の 

メリット 

駅北大火の影響による資金繰りの悪化等を防ぐとともに、被

災事業者の早期事業再開を図ります。 

対象となる方 
上記資金の融資を受けた方で、り災証明書又は被災証明書の

交付を受けた方 

期 間 申請年度の３月末日までの利子支払額相当分が対象 

お問合せ先 
産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係  

電話 025-552-1511 内線 2343 
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制度の名称 創業支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

新たに事業所（店舗・事業所）を再建して事業を再開（仮設

店舗による営業を除く）する場合の費用の一部を補助しま

す。 

 

≪補助対象経費・補助率≫ 

 

① 新築又は改築する場合 

新築又は改築工事費の 50％ （上限 200万円） 

※中心市街地で再建する場合は上限 300万円です。 

※機械、装置、備品等に係る経費を除きます。 

※市内業者に発注する工事に限定します。 

 

② 賃貸する場合 

家賃の 50％  

※ただし、３万円／月、３年間を上限とします。 

※敷金及び礼金は除きます。 

制度活用の 

メリット 

店舗等の再建費用の一部を補助することで、被災事業者の早

期事業再開を図ります。 

対象となる方 
駅北大火発生時に現に事業を営んでおり、り災証明書又は被

災証明書の交付を受けた方 

期 間 当面の間 

お問合せ先 
産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係 

電話 025-552-1511 内線 2342 
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制度の名称 クラウドファンディング活用支援事業 

支援の種類 助成 

制度の内容 

事業所等の再建費用等をクラウドファンディングにより調

達する場合の経費の一部を補助します。 

 

≪補助対象経費・補助率≫ 

① 事業投資型クラウドファンディング 

組成経費の 100％ 上限 80万円 

 

② 購入型クラウドファンディング 

取扱手数料の 75％ 上限 50万円 

※目標金額に応じて予定されていた手数料分に限ります。 

制度活用の 

メリット 

再建に向けた資金調達を支援することで、被災事業者の早期

事業再開を図ります。 

対象となる方 

・駅北大火発生時に現に事業を営んでおり、り災証明書又は

被災証明書の交付を受けた方 

・上記を含む団体等 

期 間 当面の間 

お問合せ先 
産業部商工農林水産課企業支援室商工労政係 

電話 025-552-1511 内線 2342 

 


